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2C 6 通商産業研究所の 概要 
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通商産業研究所 

1 . 目的 

(1) 経済のバローバリゼーションに 伴い、 国際的な相互依存関係の 深化と様々な 形態の 

摩擦の激化、 米国経済の相対的地位の 低下やアジア NI Cs の追い上げなど 我が国をと 

りまく環境は 著しく変化しており、 通商産業省の 政策立案の諸前提も 大きく変化してき 

ている。 

(2) 一万、 日本との間に 様やな経済摩擦問題を 抱える先進国、 また、 これから産業を 育 

成していく必要に 迫られている 発展途上国等諸覚国において 我が国の通商産業政策の 有 

効性に対する 関心と研究意欲が 非常に高まっている。 

したがって、 現在の国際政治経済が 抱える諸問題について、 国際的な研究交流の 場を 

提供することにより、 日本経済に対する 諸外国の理解を 深め、 良好な対外関係を 維持す 

るとともに国際社会への 貢献を行っていくことが 重要であ る。 

(3) 以上のような 認識に立って、 通商産業省は 昭和 62 年 7 月に通商産業研究所を 設立 

し 、 通商産業政策に 係わる政治経済的事象の 理論的・基礎的研究を 進めっ っ 、 海外の研 

究 者との交流を 積極的に進めてきている。 

また、 研究業務・研究交流業務との 有機的連携を 図りっ っ 、 政策の企画・ 立案に不可 

欠な 図書・資料等の 整備、 政策情報システムの 企画・開発、 企画・立案能力の 形成を促 

進するための、 通産省職員の 研修業務等も 併せて本研究所で 行っている。 ( 参考 ) 

2. 主要業務 

(1) 内部研究 ( 第 1 期研究 チ 一％ ) 

①市場構造と 輸出価格 

②日本的雇用、 賃金慣行と高度成長 

③債務累積問題 

(2) 研究交流活動の 概要 

①海外研究者又は 研究機関との 共同研究の実施 

日本経済にとって 重要と考えられる 課題について、 海外研究者・ 研究機関との 共同 

研究を推進する。 具体的には、 豪州国立大学 (ANU) との共同研究として、 「我が 

国鉄鋼需給 と西 太平洋地域への 形姿」を実施している。 

一 56  一 



②海外研究者の 招へい事業 

1) 短期海外研究員 招 へい事業 

海外の有力研究者を 短期間 (1 ～ 2 週間程度 ) で日本に招へいし、 彼らの知識、 

経験や意見を 吸収するとともに、 通商産業政策に 対する理解を 深めさせる。 

2) 長期海外研究員 招 へい事業 

海外の中堅クラスの 研究者を比較的長期間 (1 ～ 2 か月 ) 日本に招へいし、 共同 

研究等を行 う 。 

③国際シンボジウム 等の開催等 

国際シンボジウム 等を開催することにより、 研究所の研究成果の 普及を進めるとと 

もに、 現下の国際政治経済が 抱える諸問題、 日本経済の国際化への 対応の方途を 探る 

  

④ MI T I/R I ワークショッ プ の開催 

一般的な聴衆を 対象として行 う 国際シンボジウムに 加え、 原則として通産省職員を 

対象とし、 海外研究者を 招いてワークショッ プ を開催する。 

く 主な実績 ノ 

62 年 10 月 12 日 第一回 刀 ファラ ソス 「経済政策 : 理論的万方 ィアと 今後の課題」 

ルルド太 D, ジョ 肪ソカ 教授 

一橋大学 鈴付 兜太郎 教授 

10 同 30 日 「国際関係の 政治経済学」に 関するワークショ カ 

力 みげ 大学 R. 靱ね 教授 

11 月 20 日 セ ミ ト 「企業戦略と 国際競争力」 

トトド 大 M. ト ト教授 

63 年 Ⅰ 月 Hl 日 第二回コンファランス「世界的インバランスの 政治経済学」 

)). ルド 大 ジ ，フリ・・サックス 教授 

29 ； ソ大 ケ イリ、 ・サクソンハウス 教授 

4 月 13 日 セミナ・「世界経済シス チム の変革と米国の 戦略」 

国際経済研究所長 C. フめ F Ⅱ - 刀 テソ 

6 月 23 ～ 24 日 第一回シンポジウム「国際化する 企業行動と世界経済」 

M.l.T.  チャリズ・げ 川 ト加 名誉教授 

通商産業研究所長 小宮 隆太郎 

8 月 18 日 「最近の中国経済」に 関するワーク、 y ョカ 

ハ -/- ド 大学政 ぅ ・ウォー別教授 

9 月 12 ～ ハ ・ ;M->  大学 ビ、 ぎ ネス功 - Ⅱ チ ニス・ジョセフ・ U ソ ； 3-95 、 :@ 准教授を客員研究員とし 

64 年 3 月 15 日 て 招へい ( 研究 チ 一％ : 日米相互投資問題 ) 
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(3) 通産政策 史 編纂事業 

戦後の通商産業省の 政策の変貌を 体系的に 跡 づ け、 併せて、 その客観的な 評価材料を 

提供するため、 通商産業省は、 昭和 59 年度から「通商産業政策 史 編纂事業」を 進めて 

きた。 本 事業は、 研究所内に設置された 通商産業政策 史 編纂委員会が 編纂の任に当たっ 

ている。 

同政策定 は 、 全 1 7 巻、 執筆者総数 69 名 ( 大学等の研究者 ) に及ぶ大作業となって 

いる。     

(4) 研修事業 

新しい行政二 一ズに 対応するため、 職員の政策企画立案能力の 強化を目的として、 幅 

広い研修を実施している。 

( 参考 ) 組織概要 

所 長 次 長 研 修 部 ( 部長 : 高島 章 ) 

( 小宮隆太郎 ) ( 岡部 敬 ) 
十 千 研 究 部 ( 部長 : 石海 行雄 )   

  
  

  統括主任研究官               

  

顧 問 諮問委員 主任研究官 研究官                 

青木昌彦 
今井賢一 究 
黒田畠 裕 官 

  

研究交流企画官 
小池和男 
新庄浩二 伊藤元重 
佃 近雄 若杉 隆平 通産政策 史 編纂 室 

清野」 冶 
堀内 俊洋 

資料管理センター 

国吉 館 

政策情報シス チム部 ( 部長 : 藤森圭子 ) 
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